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「地域中小企業の新たな事業展開」ＰＡＲＴⅠ

青年中央会近畿ブロック会議

今月のトピックス 1
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和歌山県青年中央会事務局 TEL 073-431-0852（和歌山県中央会内）

3月9日（金）、海南市の紀州漆器伝統産業会館「うるわし館」で近畿ブロック青年中央会

交流会を開催し、近畿ブロック各府県から17名、和歌山県から18名が参加しました。

今回の交流会は、和歌山の魅力を知って頂くと共に交流会・懇親会を通じて参加者同士の

相互交流を深め、青年部活動の新たな事業展開を図るものです。

交流会では、最初に漆芸家の山田健二先生より紀州漆器の歴史や現状等についてご講演頂

き、山田先生ご指導のもと、漆器の蒔絵体験を行いました。続いて紀州漆器（協）青年部よ

りうるしの木を使った作品や漆器まつりの取組みなどの活動状況が報告された後、質疑応

答・意見交換を行い、その中で新たな連携につながればと考えています。

最後に場所を移して和歌山の料理（クエ鍋）を楽しみながら情報交換を行い、参加者にと

って“和歌山”に触れる一日となりました。
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～「地域中小企業の新たな

経営者がリーダーシップを発揮して、経営者と従業

員が一体感を保ちながら企業の発展という共通意識を

もつために、経営指針を作成する必要があります。経

営指針は、経営理念、経営方針、経営計画の3項目で

構成されます。地域中小企業が新たな事業展開を考え

るときはまず経営指針の作成を行ってください。

経営理念は、何のために企業を経営しているのか、

どのような企業にしたいのかを明確にするものです。

たとえば、「××××××を通して地域文化の向上

に貢献する」「経営者、従業員、取引先ともにより優

れた生活水準を目指す」というような文章で表します。

経営方針は、経営理念の完遂のためには何をすべき

1 経営指針の作成

2 経営理念の作成

経営理念は（1）何のために会社を運営しているの

か、（2）どのような会社にしたいのか、（3）大切に

している価値観人生観、（4）顧客、取引先、仕入先

に対する基本姿勢、（5）従業員に対する基本姿勢、

（6）地域社会や環境に対する基本姿勢を考えた上で、

2～3項目にまとめたものです。経営理念は経営者の

熱い思い入れですが、従業員に受け入れられるような

ものでなくてはなりません。

経営理念の策定によって次の効果が期待されます。

①経営者の生きる姿勢が確立できます。②企業の社

会的存在意義が明らかになります。③経営者と従業員

の共通の土俵作りができます。

かという経営戦略を考えるものです。

経営計画は、経営理念、経営方針をもとにした具体

的な数字の入った3カ年計画を作成し、さらに1年の

計画に落とし込んでいきます。

さらに、経営計画については毎月定期的に実績と計

画の比較をし、それに基づいて企業発展の方向に軌道

修正をすることが大切です。いわゆる、Ｐ（計画を立

てる）⇒Ｄ（実行する）⇒Ｃ（計画と実績の差額をチ

ェックしてどこに問題があったのかを探る）⇒Ａ（問

題点を解決すべく次の新しいアクションをおこす）の

サイクルの繰り返しです。

景気は回復基調にあるといわれていますが、地方、

特に中小企業にとってまだまだ程遠いものがありま

す。このような環境の中、中小企業が新たな事業展開

をしていくためには、経営革新や経営改善を図る必要

があり、これは、経営者が強い変革の意思を持ち、企

業の目的・目標を明確にし、現状分析に基づく計画・

戦略を策定し、それを厳格に実施できるシステム構築

により達成できるものであると考えます。

地域経済を担う中小企業が明確な経営指針の作成と

それを実践していくマネジメントシステムの構築をお

こなうことが企業の持続的発展には欠かすことができ

ません。
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中小企業診断士 奥 村 博 志

事業展開」～

4 経営計画の作成

まず、中期利益計画として3カ年の利益計画を作成

します。利益計画表は損益計算書の様式を参考にして

ください。

3カ年の利益計画を作成するうえで重要なことは、

売上高、売上総利益、経常利益、1人当り経常利益等

の数値目標を考えることです。

次に、現状と3年後の姿のギャップを埋める意味で

2年後、1年後の利益計画を作成します。1年後の利益

計画では、今期の重点課題としての経営目標を文章で

明確に表現し、経営目標達成のための手段・方策とし

て販売計画、生産計画、設備計画、新製品開発計画、

人材採用・教育計画、労働条件改善計画等の各種計画

の基本方針を考えていきます。

経営方針を3ヵ年計画にまとめることによって次の

効果が期待されます。

①3年後の企業の絵が描けます。②3年後の到達目

標が定まります。③事業展開の具体案が固まります。

④働きがいのある企業が目指せます。

3 経営方針の作成

経営方針は 企業の進むべき基本的方向と目標であ

り、経営理念実現の課題ともいえるものです。それゆ

え、経営理念を念頭において（1）商品・市場・サー

ビス等についての事業展開の方向と目標、（2）従業

員にとって働きがいのある会社、（3）企業の社会的

役割、（4）業績向上のための方向と目標を考慮して

経営戦略を考えます。

そのために、外部環境と内部環境の分析を行います。

外部環境はマクロとミクロに分けられますが、数多く

の項目があります。しかし、すべての項目を分析する

必要はなく、自社の業務に関係するものだけに絞れば

いいでしょう。

内部環境分析では自社の経営資源分析をおこない、

商品・技術・サービス力、営業力、組織・人事力、マ

ネジメント力、財務・資金力について現状の強みと弱

みを分析し、将来あるべき姿を見出していこうとする

ものです。強みをさらに強くし、弱みをいかに強みに

変えるかの課題を見出し、解決策を考えていきます。

いわゆる、ＳＷＯＴ分析と呼ばれているものです。

経営方針の策定によって次の効果が期待されます。

①自立型企業が目指せます。②自主的従業員が育っ

てきます。③地域とのかかわりを大切にするようにな

ります。④長期持続する企業が目指せます。
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施策情報
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～元気市場で春の鍋まつり～！
3月4日（日）、和歌山市中央卸売市場（和歌山市西浜）で第2回鍋まつりが開催されまし

た。
最高気温が20度を超え4月中旬並みの陽気となったこの日、和歌山市民の台所を舞台に春
の人気祭典が賑やかにオープン！
市民のみなさんに、日々新鮮で安全な食料品をお届けするという公共的な役割を担い、そ
の存在をアピールするこのビッグイベントも昨年に次いで第2回目の開催。
ちゃんこ、クエ、フグ等々、11種類の「鍋」を目指して長蛇の列が並び、野菜や鮮魚、果
物などの超新鮮即売会も大人気。

高専ロボコン大会準優勝の和高専ロボットが登場す
るコーナーやカラオケステージなど盛り
だくさんのイベントと相俟ってま
さに元気市場“春の祭典”と
なりました。

和歌山市青果仲卸業（協）
TEL073-432-0560

和歌山市中央卸売市場水産物仲卸業（協）
TEL073-432-2810

和歌山水産物商業（協）
TEL073-433-2658

和歌山市西浜1660番地の401 
和歌山市中央卸売市場内
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3月8日（木）、ホテルグランヴィア和歌山において情報連絡員会議を開催。
中央会では和歌山県内の主要業種の組合役職員40名を情報連絡員として委嘱、毎
月1回景気動向について報告を頂いております。
樫尾事務局長挨拶の後、和歌山県商工労働部商工政策局産業支援課金融班長 船

井 俊宏氏より、「金融機関と信用保証協会との責任共有制度について」をテーマに
講演が行われました。
続いて事務局から情報連絡員報告集計結果の説明、情報連絡員の方々による業界

特筆事項についての活発な意見交換が行われ、この1年間を総括する会議となりま
した。
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平成19年3月6日（火）、ルミエール華月殿において改正組合法説明会を開催。
昨年5月の会社法施行に伴う整備法による改正に続き、本年4月1日から改正組

合法が施行されます。
法施行後、組合規模や事業内容の如何を問わず組合にとって迅速な対応が必要

とされることから、中央会では会員組合を対象として全国中央会北原政策推進部
長を講師に、標記説明会を開催しました。

3月15日（木）、ルミエール華月殿において、
中央会役員会を開催。
平成18年度新規加入組合の承認、補正予算

案の承認、平成19年度事業計画と収支予算案
が審議され、原案通り可決されました。
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「高年齢者等の雇用の安定等に関する
法律」の一部改正を受けて、昨年4月1日
より65歳までの継続雇用、65歳までの定
年延長もしくは定年制の廃止いずれかの
措置を講じる必要があります。
中央会でも和歌山労働局の委託を受け、

本事業に取り組んで3年の事業期間を本
年度をもって終了することとなりました。
3月16日（金）にホテルグランヴィア

和歌山で最終の65歳雇用導入プロジェク
ト達成会議を開催し平成18年度総括のプ
レゼンテーション等が行われました。
当初65歳までの高年齢者雇用確保措置

の実施状況57.3％を、本事業を実施する
ことにより84％に推進できたことを報告
し終了しました。

3月12日（月）、ルミエール華月殿に
おいて第2回活性化情報編集委員会議を
開催しました。
毎月発行の「中央会わかやま」を更

に充実させ、平成19年度発行に向けて、
より迅速な情報提供を行っていこうと
編集委員の方々から様々なご意見を伺
いました。



なお、上記の高年齢者雇用確保措置の実施義務化の
対象年齢は、あくまでも当該期間内における高年齢者
雇用確保措置の制度上の義務化年齢を定めているもの
であり、当該期間中に定年に到達した者の雇用終了年
齢を定めているものではありませんので、ご注意くだ
さい。
このため、例えば、60歳定年の企業における、定年

到達日の属する期間別の継続雇用制度等の雇用終了年
齢（少なくともこの年齢に到達する日までの雇用が必
要）は次のとおりになります。

平成18年4月1日～19年3月31日

＞ 60歳定年到達者：63歳
平成19年4月1日～21年3月31日

＞ 60歳定年到達者：64歳
平成21年4月1日以降

＞ 60歳定年到達者：65歳

お問合せは中央会まで
TEL 073－431－0852

厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/kourei2/index.htmlもご覧ください。
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高年齢者雇用確保措置の
実施に当たって

問題を抱えている事業主の方は…

詳しくは都道府県高年齢者雇用開発協会へお問い合わせください

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構ホームページもご覧下さい

http://www.jeed.or.jp/

「高年齢者雇用アドバイザー」から人事・労務
管理制度等に関する専門的・技術的アドバイス
を無料で受けられます！

相談・援助

平成19年3月31日までに、65歳以上までの定年
の引上げ、希望者全員を対象とする継続雇用制
度の導入等を行うなど、一定の要件を満たした
場合、「継続雇用制度奨励金」が支給されます！

継続雇用制度奨励金
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背景と目的
「函館朝市」の名前を使った商品が出始め、あ

たかも函館朝市内にある店舗との印象を与えこれ
からもこの様な店が出てきかねない状況であった。
また、函館市内でも旅行業者とのつながりをもっ
て、函館朝市の名前を使った朝市連合会加盟店以
外の事業者が出てきたので、差別化を図る意味で
取り組むことになった。

事業・活動の内容
販売促進委員会の中に商標登録の担当委員を置

き、その担当委員が中心となり活動を行った。商標登録までの経緯としては、平成15年7月
に函館朝市協同組合連合会を商標登録出願人として「函館朝市」の団体商標登録申請をした
ものの、平成16年3月に特許庁により商品産地、販売地を表示するに過ぎない商標は登録で
きない旨の回答があった。また、類似の商標がすでに登録されているため、この点でも登録
できないとのことであった。しかし、特許庁より指摘のあった以上の2点については、特許
事務所より需要者の間に広く認識されていれば商品の産地、販売地を表示するに過ぎなくて
も商標登録を受けることができるとのアドバイスを受けたことから、そのための資料を揃え
た。以上の手続きを経た上で、平成16年8月に特許庁に「函館朝市」の商標登録を再出願
（審査請求）した。これが認められ平成18年6月に団体商標と
して登録された。

成果
主な成果としては、①「函館朝市」の商標登録により、エ

リア外はもちろんエリア内においても「函館朝市」の名前の
使用を制限できるようになった。また、朝市連合会として名
前を大いに宣伝することによる波及効果が期待できるように
なった。さらに、いろいろな独自の商品を開発しアピールで
きるようになった、②イメージキャラクター「あさいっちゃ
ん」のロゴマークをパッケージに取り入れた商品開発ができ
るようになった、③商標を各種広告媒体に活用ができるよう
になったことが挙げられる。

全国先進組合事例

函

館

朝

市

協

同

組

合

連

合

会

所 在 地 〒040-0063

函館市若松町9番19号

電 話 番 号 0138-22-7981

F A X番号 0138-22-7936

設　　　立 昭和62年4月

出 資 金 1,290千円

組 織 形 態 共同店舗組合

地　　　区 渡島支庁

主 な 業 種 卸売業、小売業、サービス業

組合従業員 3人

組 合 員 5組合（所属員83人）

Ｕ Ｒ Ｌ http://

www.hakodate-asaichi.com
お
買
い
物
は
信
頼
と
安
心
の
あ
さ
い
っ
ち
ゃ
ん
マ
ー
ク
の
お
店
で
！

北海道

「函館朝市」・イメージキャラクター「あさいっちゃん」のロゴ
マーク商標登録による会員・非会員の差別化と「函館朝市」のブ
ランド化及び広告媒体での活用を図る

▲朝市野外
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背景と目的
高齢者福祉事業所に勤務していた当組合理事長が、高齢化が特に進んでいる出身地（海南

市郊外）において通所介護サービス事業の創業を志向。その趣旨を理解した勤務先からの協
力が得られたため、具体化することとなった。事業を開始するに当たって、出身地近くの空
古民家を使用すべく持主に交渉したところ、承諾が得られたのでこれを改装した。この改装
した古民家を「和が家」と名付け、近隣に居住する高齢者の憩いの場とした介護活動を平成
17年に開始した。なお、組合設立に当たっては理事長の元勤務先役員や中央会の支援が大き
かった。

組合の特徴と事業の内容
組合の特徴としては、組織面では組合員4人、スタッフ2人計6人である

が、組合員のうち理事長も含めた3人及びスタッフ2人は前勤務先と関係
がある。また、1人を除く全員がヘルパー2級以上の資格を有し、うち2人
はさらに高度の資格を併せ持っている。事業運営のモットーは「高齢者の
憩い空間」であり、アットホームな雰囲気づくりを目指し、サービス面に
おいては規模の大きな施設では難しいキメの細かいサービスを提供しよう
としている。サービスの内容は主に①血圧・熱測定、②談話、③昼食・お
やつ、④グループ外出、⑤機能訓練リハビリなどで、個々の利用者の体
調・意思を重んじ、また、昼食は給食業者に調整してもらった食事を、見
栄え良く目でも味わえる様に同施設で別の器に盛り付けて提供している。
なお、開所日数は週5日、開所時間は9～16時の7時間である。

成果
主な成果としては、①施設提供サービスでは、利用者の

高評価と口コミに伴う組合知名度の高まりによる利用者の
増加があった（現在は利用契約者35人であるが、他に利用
希望者かなりあり）、②理事長が高齢者福祉事業の経験が
あったこと、また、優れた識見・旺盛な意欲・先見力・行
動力もあったことから事
業を円滑に進めることが
できた、③理事長の前職
場である高齢者福祉事業
経験者の協力を得られた
ことなどが挙げられる。

海

南

在

宅

福

祉

企

業

組

合

所 在 地 〒640-1174

海南市木津273

電 話 番 号 073-485-3001

F A X番号 073-485-3002

設　　　立 平成17年11月

出 資 金 2,000千円

主 な 事 業 通所介護サービス

従事組合員 4人

組合従業員 2人

組 合 員 4人

キ
メ
細
か
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
利
用
者
に
好
評

和歌山県

古民家を改装した施設で高齢者対象の通所介護サービスを開始。
「高齢者の憩い空間」をモットーに個々の利用者の体調・意思に
合わせた対応を心掛け好評を博している

▲和やかにくつろぐ▲竈のある施設内

▲前田理事長
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背景と目的
消費者ニーズの多様化により、一般的な募集旅行企画では、大手旅行業者に対して価格

面・企画面で見劣りし勝てないことから、組合共同企画として商品を提案することにより、
信用力と競争力が高まるものと思い取り組むこととした。さらに、組合商品のブランド力を
高める効果が期待できると考え、愛媛を愛する「あい」と旅行を愛する「あい」をイメージ
した内容である「あいツアー」のロゴを商標登録した。

事業・活動の内容
これまでの組合員の消費者情報を持ち寄り、オーナー会議にて消費者ニーズにマッチした

企画を検討し、商品化され、各組合員の店頭にて販売する。また、他県の旅行組合や旅行関
連業者との連携により共同企画を行うこともある。さらに、個々の組合員では企画できない
ものについては、組合が各組合員の要望を受けて商品企画を行っている。

成果
県内外の観光関連業者との協力会が350社となり、協力会発信の地元情報により、「この場

所しか見られない」「ここでしか体験できない」旅行プランが提案できるようになった。ま
た、組合間の情報交換が活発となり消費者ニーズに合った商
品を提供できるようになった。今後期待される効果としては、
①県内最大観光地である道後温泉組合との連携による販売活
動、②他県の同業組合との連携による仕入力、販売力の強化、
③異業種の組合との連携による販路拡大が考えられる。

愛

媛

旅

行

業

協

同

組

合

所 在 地 〒790-0001

松山市一番町1丁目14番地10

電 話 番 号 089-932-8078

F A X番号 089-932-8326

設　　　立 平成3年11月

出 資 金 10,700千円

組 織 形 態 同業種同志型組合

地　　　区 愛媛県

主 な 業 種 旅行業

組合従業員 2人

組 合 員 18人

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.ehime-iinet.or.jp/aitour/

「
あ
い
ツ
ア
ー
」
の
ブ
ラ
ン
ド
化
に
よ
る
販
路
・
市
場
開
拓

愛媛県

低迷する組合員を活性化するため、組合共同企画商品「あいツア
ー」のロゴを商標登録し、商品の組合ブランド化を図ることによ
り、販路・市場開拓に取り組む
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ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス30ポイン
トであり、同1月調査と比べ5ポ
イント改善した。
同1月調査と比べ、「資金繰り」
が5ポイント改善。「売上高」は
マイナス17.5ポイント、「収益状
況」はマイナス35ポイントで1
月調査と同じポイントとなった。
2月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員40名のうち、
「不変」との回答は23名、「悪化」
との回答は15名で、「好転」と
の回答は2名であった。

総　評

2月分2月分
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製造業

非製造業
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